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凡   例 

  

法令の表示や用語の引用については、次の略語を用いた。 

 

労働基準法                           労基法 

労働者災害補償保険法                      労災法 

労働者災害補償保険法施行規則                  労災則 

労働保険審査官及び労働保険審査会法               労審法 

労働保険審査官及び労働保険審査会法施行令            労審令 

労働保険審査官及び労働保険審査会法施行規則           労審則 

行政不服審査法                         行審法 

行政事件訴訟法                         行訴法 

行政手続法                           行手法 

民事訴訟法                           民訴法 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律          個人情報保護法 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律            情報公開法 

労働者災害補償保険審査官                    審査官 

都道府県労働局                         局 

都道府県労働局長                        局長 

労働基準監督署                         署 

労働基準監督署長                        署長 

原処分をした労働基準監督署長又は労働局長            原処分庁 

労働保険審査会                         審査会 

労働者災害補償保険審査参与                   参与 

労働者災害補償保険                       労災保険                   

官印                              官印 

私印                              ㊞ 
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用 語 の 説 明 

 

１ 複数事業労働者 

  複数事業労働者とは、負傷、疾病、障害又は死亡（以下「傷病等」という。）が生じ

た時点において、事業主が同一でない二以上の事業に同時に使用されている（以下「複

数就業」という。）労働者（特別加入者を含む）である。また、複数事業労働者とは、

傷病等が生じた時点において、以下のいずれかに該当する者をいう。 

・ 複数の事業と労働契約関係にあり、当該事業に使用される労働者 

・ 一以上の事業と労働契約関係にあり、かつ他の事業について特別加入している者 

・ 複数の事業に特別加入している者 

よって、労働者として就業しつつ、同時に労働者以外の働き方で就業している者（特

別加入者を除く）については、複数事業労働者に該当しない。また、転職等、二以上の

事業に同時に使用されていない者についても、複数事業労働者には該当しない。 

 

２ 複数事業労働者に類する者 

複数事業労働者に類する者とは、傷病等の原因又は要因となる事由が生じた時点にお

いて、複数就業している労働者（特別加入者を含む）であり、傷病等が生じた時点にお

いて複数就業していない者である。また、原因又は要因となる事由が生じた時点とは、

例えば、精神障害事案については、発病前おおむね６か月間のいずれかの時点であり、

当該時点において複数就業していれば、たとえ傷病等が生じた時点において複数就業し

ているすべての事業場を離職していた場合であっても当該者に該当することとなる。 

  本手引において、複数事業労働者とは、複数事業労働者に類する者も含むこととす

る。 

 

３ 複数業務要因災害 

複数業務要因災害とは、複数事業労働者の二以上の事業の業務を要因とする傷病等で

ある。すなわち、二以上の事業における業務上の負荷を総合的に評価することによって

認定基準を満たすことができる災害をいう。また、調査の結果、業務災害及び複数業務

要因災害のいずれにも該当する場合、労災法第７条第１項第１号及び第２号に基づき、

業務災害として支給決定することとなる（このような場合には、事業主が労基法に基づ

く災害補償責任を負うことから、業務災害として支給決定することが優先される。）。し

たがって、調査の結果、一の事業の業務上の負荷によって支給決定できる場合は、複数

事業労働者の複数業務要因災害に該当せず、複数事業労働者の業務災害として支給決定

することとなる。 

複数業務要因災害に係る疾病の範囲については、労災則第 18 条の３の６に基づき、

脳・心臓疾患、精神障害が規定されていることから、本手引における複数業務要因災害
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に係る事務処理等についても、当該疾病を前提としている（その他の疾病における複数

業務要因災害に係る事務処理等については、今後の各種疾病に係る請求状況等を把握し

つつ、適宜、示すこととする。）。 
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